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国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構中長期目標新旧対照表（案） 

新 旧 

第３ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

11 農業機械化の促進に関する業務の推進 

（１）業務推進の基本方針 

「食料・農業・農村基本計画」、「農林水産研究基本計画」

等に即して生産現場が直面する問題の速やかな解決、生産流通

システムの革新による大幅な生産性の向上及び新たな価値の創

出等に資するため、ロボット技術、ICT等の先端技術の活用を一

層図りつつ、農業機械に関する試験研究及び実用化、安全性検

査等の業務を総合的かつ効率的に実施する。 

 

併せて、農作業の安全に資する情報収集・分析、それを踏ま

えた農業機械の開発及び評価試験の高度化並びに農業用ロボッ

トの性能や安全性確保に関する評価手法の確立を図る。 

また、農業競争力強化支援法（平成29年法律第35号）に基づ

き、農業機械等の開発について、良質かつ低廉な農業資材の供

給の実現に向けた開発の目標を設定するとともに、大学及び民

間事業者等と連携を図る。 

 

 

 

 

 

第３ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

11 農業機械化の促進に関する業務の推進 

（１）業務推進の基本方針 

「食料・農業・農村基本計画」、「農林水産研究基本計画」

等に即して生産現場が直面する問題の速やかな解決、生産流通

システムの革新による大幅な生産性の向上及び新たな価値の創

出等に資するため、ロボット技術、ICT等の先端技術の活用を一

層図りつつ、農業機械化促進法（昭和28年法律第252号）に基づ

く、農業機械に関する試験研究、検査・鑑定等の業務を総合的

かつ効率的に実施する。 

併せて、農作業の安全に資する情報収集・分析、それを踏ま

えた農業機械の開発及び評価試験の高度化並びに農業用ロボッ

トの性能や安全性確保に関する評価手法の確立を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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新 旧 

（２）研究の推進方向 

ア 農業機械等の試験研究の推進 

農業者の減少や高齢化等による労働力不足が深刻な問題と

なっている中、若者・女性等多様な人材が活躍できる環境を

整え、担い手農業者のニーズに応えるためには、省力化・低

コスト化に資するロボットやICT等の新技術の導入、未機械化

分野への対応及び機械部品の共通化・標準化、より安全な機

械の開発などを一層進めていく必要がある。こうした課題に

対応するため、農業機械等の試験研究及び実用化とこれに資

する基礎・基盤的研究を重点的かつ計画的に実施する。これ

らのことを実現するため、別添１の１（２）に示した研究を

農業研究業務の研究開発と協力分担して進める。 

なお、研究の推進に当たっては、研究のステージに応じて

研究評価（生産現場への普及性の観点を含む）を適切に実施

し、研究の実施に反映させるとともに、その評価結果及び研

究開発成果については、できるだけ定量的手法を用いて国民

に分かりやすい形で情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

（２）研究の推進方向 

ア 高性能農業機械等の試験研究の推進 

農業機械化促進法に基づく「高性能農業機械等の試験研

究、実用化の促進及び導入に関する基本方針」に即して、同

法第２条第５項に規定する高性能農業機械等の試験研究とこ

れに資する基礎・基盤的研究を重点的かつ計画的に実施す

る。これらのことを実現するため、別添１の１（２）に示し

た研究を農業研究業務の研究開発と協力分担して進める。 

 

 

 

 

なお、研究の推進に当たっては、研究のステージに応じて

研究評価（生産現場への普及性の観点を含む）を適切に実施

し、研究の実施に反映させるとともに、その評価結果及び研

究開発成果については、できるだけ定量的手法を用いて国民

に分かりやすい形で情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 



3 

 

新 旧 

（３）効率的・効果的な研究開発を進めるための配慮事項 

農業機械等の試験研究及び実用化を効率的・効果的に進める

ため、以下の事項に配慮する。 

研究課題の選定・実施に当たっては、生産現場のニーズに的

確に対応するため、各地域農業研究センター、行政部局、大

学、担い手農業者、民間事業者、研究機関等から現場ニーズに

係る情報を定期的に収集し、機動的に課題化する体制を構築す

るとともに、農業研究業務における作業技術、情報技術、農業

経営など関連する研究分野との連携を強化する。 

また、スマート農業（ロボット技術やICTを活用した超省力生

産及び高品質生産を実現する新たな農業）の実現に向けて、ロ

ボット技術、ICT等の異分野の技術を活用した先進的・革新的な

機械の開発、通信規格の標準化等の研究に異分野の研究機関等

との連携も図りながら積極的に取り組む。このほか、電動化な

ど将来的に必要なものの未確立の基盤技術については、大学、

異分野の研究機関等と連携協力して研究に取り組む。 

実用化に当たっては、担い手農業者、行政部局等と連携しな

がら、迅速な普及が可能となるよう、情報収集及び提供、製造

業者ごとに異なる部品の共通化及び汎用化等が促進される体制

の構築に取り組む。 

なお、農業政策上で緊急的に措置が必要な課題については、

迅速かつ柔軟に人的・経済的資源を投入し、優先的に取り組

む。 

（３）効率的・効果的な研究開発を進めるための配慮事項 

高性能農業機械等の試験研究を効率的・効果的に進めるた

め、以下の事項に配慮する。 

研究課題の選定・実施に当たっては、生産現場のニーズに的

確に対応するため、各地域農業研究センター、行政部局等から

現場ニーズに係る情報を定期的に収集し、機動的に課題化する

体制を構築するとともに、農業研究業務における作業技術、情

報技術、農業経営など関連する研究分野との連携を強化する。 

 

また、スマート農業（ロボット技術やICTを活用した超省力生

産及び高品質生産を実現する新たな農業）の実現に向けて、ロ

ボット技術、ICT等の異分野の技術を活用した先進的・革新的な

機械の開発、通信規格の標準化等の研究に異分野の研究機関等

との連携も図りながら積極的に取り組む。このほか、電動化な

ど将来的に必要なものの未確立の基盤技術については、大学、

異分野の研究機関等と連携協力して研究に取り組む。 

 

 

 

 

なお、農業政策上で緊急的に措置が必要な課題については、

迅速かつ柔軟に人的・経済的資源を投入し、優先的に取り組

む。 
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新 旧 

（４）農業機械の安全性検査等 

ア 農業機械の開発・改良の促進や農作業の安全性の確保、環

境保全に資するため、リスクアセスメントの考え方、安全性

検査等の実施結果等を踏まえて、安全性検査等内容の充実を

図る。 

なお、環境保全の観点からは、農業機械の省エネルギー化

や排出ガスなどの低減に向けて積極的な対応を行う。 

イ 申請者の利便性の向上に資するため、より効率的な検査の

実施、事務処理の合理化等により、成績書の早期提出に努め

る。 

ウ このほか、農業機械の安全性検査等の結果については、継

続的にデータベースの充実を図るとともに、インターネット

等を通じて幅広く情報提供を行う。また、農作業事故は高齢

者に多いことを考慮に入れ、農作業事故防止のための安全な

農業機械の普及促進や農作業安全対策の啓発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）農業機械の検査・鑑定 

ア 農業機械の開発・改良の促進や農作業の安全性の確保、環

境保全に資するため、リスクアセスメントの考え方、検査・

鑑定の実施結果等を踏まえて、検査・鑑定内容の充実を図

る。 

なお、環境保全の観点からは、農業機械の省エネルギー化

や排出ガスなどの低減に向けて積極的な対応を行う。 

イ 申請者の利便性の向上に資するため、より効率的な検査の

実施、事務処理の合理化等により、成績書の早期提出に努め

る。 

ウ このほか、農業機械の検査・鑑定の結果については、継続

的にデータベースの充実を図るとともに、インターネット等

を通じて幅広く情報提供を行う。また、農作業事故は高齢者

に多いことを考慮に入れ、農作業事故防止のための安全な農

業機械の普及促進や農作業安全対策の啓発に取り組む。 
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新 旧 

【別添１】研究開発の重点化方向と成果の社会実装 

４ 環境問題の解決・地域資源の活用 

（11）農村の多面的機能を最大限に発揮させ、生産基盤を効率的・省力

的に整備・利用・管理する技術の開発 

農業・農村では、農業就業者と集落人口の減少による農地・農業

用水等の基礎的な資源の喪失や、農業生産基盤の老朽化、野生鳥獣

による被害の拡大等により、食料の安定供給の確保と多面的機能の

発揮に支障が生じる事態が懸念される。将来にわたり農業・農村の

持続的な振興を図るため、農業・農村インフラの高度化、長寿命化

及び強靱化や、効果的な鳥獣害対策を行う必要がある。東京電力福

島第一原発事故による放射性物質汚染地域においては、環境中の放

射性物質の動態を念頭に置いた除染及び移行抑制対策等の実施によ

り、農業経営の早期再開が求められている。 

このため、ロボット技術やICT等を活用し、省力的な水管理や営農

等に対応した農地や農業水利システムの保全整備技術の開発、農業

水利施設の低コスト長寿命化技術の開発、農村における防災・減災

機能を強化するための技術の開発、農村に賦存するエネルギーの有

効利用技術の開発を行う。耕作放棄地の増加等にも起因し重要な問

題となっている鳥獣害に関しては、鳥獣種ごとの特性に応じた被害

防止技術及び捕獲・駆除技術等を開発するとともに、行政部局、研

究機関及び民間事業者等と連携して捕獲鳥獣の利活用に向けた技術

開発を推進する。また、環境中における放射性物質の挙動把握等に

関する調査研究を継続し、品目・土壌の条件に応じた除染・吸収抑

制技術及び営農再開のための技術を開発する。 

さらに、これらの研究成果は、行政機関等との連携により、農業

農村整備事業等での活用や、土地改良事業計画設計基準の制定・改

定、各種技術資料の策定、現地での技術指導等を通じて、速やかな

普及を図る。 

【別添１】研究開発の重点化方向と成果の社会実装 

４ 環境問題の解決・地域資源の活用 

（11）農村の多面的機能を最大限に発揮させ、生産基盤を効率的・省力

的に整備・利用・管理する技術の開発 

農業・農村では、農業就業者と集落人口の減少による農地・農業

用水等の基礎的な資源の喪失や、農業生産基盤の老朽化、野生鳥獣

による被害の拡大等により、食料の安定供給の確保と多面的機能の

発揮に支障が生じる事態が懸念される。将来にわたり農業・農村の

持続的な振興を図るため、農業・農村インフラの高度化、長寿命化

及び強靱化や、効果的な鳥獣害対策を行う必要がある。東京電力福

島第一原発事故による放射性物質汚染地域においては、環境中の放

射性物質の動態を念頭に置いた除染及び移行抑制対策等の実施によ

り、農業経営の早期再開が求められている。 

このため、ロボット技術やICT 等を活用し、省力的な水管理や営

農等に対応した農地や農業水利システムの保全整備技術の開発、農

業水利施設の低コスト長寿命化技術の開発、農村における防災・減

災機能を強化するための技術の開発、農村に賦存するエネルギーの

有効利用技術の開発を行う。耕作放棄地の増加等にも起因し重要な

問題となっている鳥獣害に関しては、鳥獣種ごとの特性に応じた被

害防止及び捕獲・駆除技術等を開発する。また、環境中における放

射性物質の挙動把握等に関する調査研究を継続し、品目・土壌の条

件に応じた除染・吸収抑制技術及び営農再開のための技術を開発す

る。 

 

 さらに、これらの研究成果は、行政機関等との連携により、農業

農村整備事業等での活用や、土地改良事業計画設計基準の制定・改

定、各種技術資料の策定、現地での技術指導等を通じて、速やかな

普及を図る。  


